
議案第９２号 

 

 

令和４年度 佐々町公共下水道事業会計補正予算（第３号） 

 

 

第１条 令和４年度 佐々町公共下水道事業会計の補正予算（第３号）は、次に定めるところによる。 

 

第２条 令和４年度 佐々町公共下水道事業会計予算（以下「予算」という。）第３条に定めた収益的

収入及び支出の予定額を次のとおり補正する。 

 

（科  目）      （既決予定額）   （補正予定額）       （計） 

収   入 

 第１款 下水道事業収益  927,988 千円       128 千円       928,116 千円 

  第 1 項 営業収益    400,823 千円       8 千円       400,831 千円 

  第２項 営業外収益   527,163 千円       120 千円       527,283 千円 

 

支   出 

第１款 下水道事業費用  927,988 千円        128 千円       928,116 千円 

 第１項 営業費用    692,847 千円       90 千円        692,937 千円 

 第２項 営業外費用    58,657 千円     2,608 千円        61,265 千円 

 第４項 予備費     176,482 千円    △2,570 千円       173,912 千円 

 



第３条 予算第４条本文括弧中「資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額 384,855 千円は当年度

消費税及び地方消費税資本的収支調整額 30,416 千円、減債積立金 68,000 千円、当年度損益勘定留保

資金 212,637 千円、当年度利益剰余金処分額 73,802 千円で補填するものとする。」を「資本的収入額

が資本的支出額に対し不足する額 382,285 千円は当年度消費税及び地方消費税資本的収支調整額

29,044 千円、減債積立金 68,000 千円、当年度損益勘定留保資金 212,637 千円、当年度利益剰余金処

分額 72,604 円で補填するものとする。」に改め、資本的収入及び支出の予定額を次のとおり補正する。 

 

 

（科  目）       （既決予定額）   （補正予定額）       （計） 

収   入 

 第１款 資本的収入     323,837 千円   △12,530 千円       311,307 千円 

  第３項 国庫補助金    151,500 千円   △24,730 千円       126,770 千円 

  第４項 企業債      157,400 千円    12,200 千円       169,600 千円 

 

支   出 

第１款 資本的支出     708,692 千円    △15,100 千円       693,592 千円 

第１項 建設改良費    334,554 千円    △15,100 千円          319,454 千円 

 

 

 

 



第４条 予算第６条に定めた起債の限度予定額を次のとおり補正する。 

 

 （起債の目的）     （既決限度額）    （補正限度額）       （計） 

  公共下水道事業      157,400 千円     12,200 千円        169,600 千円 

 

 

第５条 予算第９条に定めた経費の金額を次のように改める。 

 

（科  目）      （既決予定額）    （補正予定額）       （計） 

  職員給与費         17,904 千円        90 千円        17,994 千円 

 

 

第６条 予算第１０条に定めた一般会計からこの会計へ受け入れる補助金等を次のように改める。 

 

（項  目）      （既決予定額）    （補正予定額）       （計） 

雨水処理経費         112,402 千円        8 千円       112,410 千円 

 

雨水処理経費を除く     268,380 千円      1,492 千円       269,872 千円 

下水道事業経費 

 

                          令和４年１２月１３日 提出 

 

                              佐々町長  古 庄  剛  





収　　　入 単位：千円

補 正 前 の 額 補 正 額 計 節 金 額

1 927,988 128 928,116

1 営業収益 400,823 8 400,831

2 雨水処理負担金 112,402 8 112,410

雨水処理負担金 8

雨水処理に対する一般会計繰入金

2 営業外収益 527,163 120 527,283

4 資本費繰入収益 256,570 1,492 258,062

資本費繰入収益 1,492

汚水処理に対する一般会計繰入金

5 消費税及び地方 24,547 △ 1,372 23,175

消費税還付金 消費税及び地方 △ 1,372

消費税還付金 汚水事業

下水道事業収益

款 ・ 項

令 和 4 年 度 公 共 下 水 道 事 業 会 計 予 算 説 明 書

（ 収 益 的 収 入 及 び 支 出 ）

目 説 明



支　　　出 単位：千円

補 正 前 の 額 補 正 額 計 節 金 額

1 927,988 128 928,116

1 営業費用 692,847 90 692,937

5 総係費 25,009 90 25,099

手当 68

勤勉手当

賞与引当金繰入額 29

賞与引当金 24

法定福利費 5

法定福利費 △ 7

共済組合負担金

2 営業外費用 58,657 2,608 61,265

1 支払利息及び 58,655 22 58,677

企業債取扱諸費 企業債利息 22

汚水事業 14

雨水事業 8

2 消費税及び 1 2,586 2,587 公課費 2,586

地方消費税

4 予備費 176,482 △ 2,570 173,912

1 予備費 176,482 △ 2,570 173,912

予備費 △ 2,570

款 ・ 項 目 説 明

下水道事業費用



収　　　入 単位：千円

補 正 前 の 額 補 正 額 計 節 金 額

1 323,837 △ 12,530 311,307

3 国庫補助金 151,500 △ 24,730 126,770

1 国庫補助金 151,500 △ 24,730 126,770

国庫補助金 △ 24,730

社会資本整備総合交付金（汚水事業）

4 企業債 157,400 12,200 169,600

1 企業債 157,400 12,200 169,600

企業債 12,200

汚水事業

支　　　出 単位：千円

補 正 前 の 額 補 正 額 計 節 金 額

1 708,692 △ 15,100 693,592

1 建設改良費 334,554 △ 15,100 319,454

3 汚水処理場建設改良費 326,254 △ 15,100 311,154

委託料 △ 4,100

汚水処理構想策定業務委託料 △ 3,000

旧農業集落排水施設機器撤去積算参考資料作成

業務委託料 △ 1,100

工事請負費 △ 11,000

旧農業集落排水施設機器撤去工事

資本的支出

説　　　　　　　　　　明 

説　　　　　　　　　　明

款 ・ 項 目

資本的収入

款 ・ 項 目

（ 資 本 的 収 入 及 び 支 出 ）



  

（人） （人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

2 3 120 8,940 5,861 14,921 3,073 17,994

2 3 120 8,940 5,769 14,829 3,075 17,904

0 0 0 0 92 92 △ 2 90

管理職手当 扶養手当 通勤手当
時 間 外 勤 務

手 当
期 末 手 当 勤 勉 手 当 住 居 手 当 児 童 手 当

退 職 手 当 組
合 負 担 金

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

補正後 0 498 195 868 1,740 1,353 0 240 967

補正前 0 498 195 868 1,740 1,261 0 240 967

比　較 0 0 0 0 0 92 0 0 0

0 0

合　計

手当の内訳

区　分

92 △ 2 90

資本勘定支弁職員 0 0 0 0 0 0

0 120

合　計

比
　
較

損益勘定支弁職員 0 0 0 0 92

14,709 3,075 17,784

資本勘定支弁職員 2 0 120 0 0 120

0 120

合　計

補
正
前

損益勘定支弁職員 0 3 0 8,940 5,769

14,801 3,073 17,874

資本勘定支弁職員 2 0 120 0 0 120

給　料 手　当 計

補
正
後

損益勘定支弁職員 0 3 0 8,940 5,861

給　　与　　費　　明　　細　　書
１　総括

区　　　　分 

職　員　数 給　　与　　費
法　定
福利費

合　計
特別職 一般職 報　酬



ア　会計年度任用職員以外の職員   

（人） （人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

2 2 120 7,632 5,518 13,270 2,832 16,102

2 2 120 7,632 5,426 13,178 2,834 16,012

0 0 0 0 92 92 △ 2 90

管理職手当 扶養手当 通勤手当
時 間 外 勤 務

手 当
期 末 手 当 勤 勉 手 当 住 居 手 当 児 童 手 当

退 職 手 当 組
合 負 担 金

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

補正後 0 498 24 868 1,568 1,353 0 240 967

補正前 0 498 24 868 1,568 1,261 0 240 967

比　較 0 0 0 0 0 92 0 0 0

0 0 0

合　計

手当の内訳

区　分

92 92 △ 2 90

資本勘定支弁職員 0 0 0 0 0

120 0 120

合　計

比
　
較

損益勘定支弁職員 0 0 0 0

5,426 13,058 2,834 15,892

資本勘定支弁職員 2 0 120 0 0

120 0 120

合　計

補
正
前

損益勘定支弁職員 0 2 0 7,632

5,518 13,150 2,832 15,982

資本勘定支弁職員 2 0 120 0 0
補
正
後

損益勘定支弁職員 0 2 0 7,632

特別職 一般職 報　酬 給　料 手　当 計区　　　　分 

職　員　数 給　　与　　費

法　定
福利費

合　計



イ　会計年度任用職員   

（人） （人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

0 1 0 1,308 343 1,651 241 1,892

0 1 0 1,308 343 1,651 241 1,892

0 0 0 0 0 0 0 0

管理職手当 扶養手当 通勤手当
時 間 外 勤 務

手 当
期 末 手 当 勤 勉 手 当 住 居 手 当 児 童 手 当

退 職 手 当 組
合 負 担 金

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

補正後 0 0 171 0 172 0 0 0 0

補正前 0 0 171 0 172 0 0 0 0

比　較 0 0 0 0 0 0 0 0 0

手当の内訳

区　分

0 0

資本勘定支弁職員 0 0 0 0 0 0

0

合　計

0 0

0

0 0 0

比
　
較

損益勘定支弁職員 0 0 0 0

0

合　計

1,308 343 1,651 241 1,892

資本勘定支弁職員 0 0 0 0

0 0 0 0

合　計

補
正
前

損益勘定支弁職員 0 1 0

343 1,651

区　　　　分 

241 1,892

資本勘定支弁職員 0 0 0 0
補
正
後

損益勘定支弁職員 0 1 0 1,308

職　員　数 給　　与　　費

法　定
福利費

合　計
特別職 一般職 報　酬 給　料 手　当 計



 増減額 

 （千円） 

0

0

0

92

0

企　業　職
事務・技術

平 均 給 料 月 額 （円） 318,000

平 均 給 与 月 額 （円） 385,917

平 均 年 齢 （歳） 42.90

平 均 給 料 月 額 （円） 318,000

平 均 給 与 月 額 （円） 385,917

平 均 年 齢 （歳） 42.25

区　　分

（円） （円）

高 校 卒 154,600 154,600

大 学 卒 185,200 185,200

企業職 一般会計の制度

３　給料及び職員手当の状況

（１）職員１人当り給与

区　　　　　　　　　分

令 和 4 年 12 月 1 日 現 在

令 和 4 年 9 月 1 日 現 在

（２）初任給

職　員　手　当 92
制度改正に伴う増減分 人事院勧告に伴う改定による増

その他の増減分

昇給に伴う増加分

その他の増減分

２　給料及び手当の増減額の明細

区　  　　　分 増減事由別内訳（千円） 説　　　　　明 備　考

給　　　　　料 0

給与改定に伴う増減分



定型的な業務を行う主事、
技師の職務
主事補　技師補の職務

３級 ２級 １級

企 業 職
理事の職務
相当高度の知識経験を要する課長
等の職務で町長が特に認めたもの

会計管理者の職務
課長、次長、局長、室長の職務

事務長、参事、所長の職務
相当高度の知識経験を要する課長
補佐の職務

課長補佐の職務
相当高度の知識経験を
要する係長・主任の職
務

係長、主任の職務
主査の職務

一定の知識経験を要する
主事、技師の職務

（級別の基準となる職務）

区　　分 ７級 ６級 ５級 ４級

計 2 100.0

１級 0 0.0

３級 1 50.0

２級 0 0.0

４級 1 50.0
令 和 4 年 9 月 1 日 現 在

７級 0 0.0

６級 0 0.0

５級 0 0.0

計 2 100.0

２級 0 0.0

１級 0 0.0

0.0

５級 0 0.0

４級 1 50.0

（％）

令 和 4 年 12 月 1 日 現 在

７級 0 0.0

６級 0

３級 1 50.0

（３）級別職員数

区　　　分

企　　業　　職

級
職員数 構成比

（人）



（５）特殊勤務手当

2

2

0

0

0

2 　代表的な特殊勤務手当の名称

0

0

0

比 率 100.0

2

2

0

0

0

2

0

0

0

比 率 100.0

一　般　会　計　の　制　度 2.150 2.250 4.400 有

補　正　前 2.150 2.150 4.300 有

職制上の段階、職務の級等による加算
措置

備　考
６月（月分） １２月（月分） （月分）

補　正　後 2.150 2.250 4.400 有

（Ｂ）/（Ａ）　　％　 100.0

（６）期末手当・勤勉手当

区　　分
支給期別支給率 支給率計

５号給　（人） 0

６号給　（人） 0

８号給　（人） 0

2

号 給 数 別 内 訳

１号給　（人） 0

２号給　（人） 0

３号給　（人） 0

４号給　（人） 2

８号給　（人） 0

（Ｂ）/（Ａ）　　％　 100.0

補
正
前

職 員 数 （Ａ）　（人） 2

昇 給 に 係 る 職 員 数 （Ｂ）　（人）

４号給　（人） 2

５号給　（人） 0

６号給　（人） 0

号 給 数 別 内 訳

１号給　（人） 0

２号給　（人） 0 　支給対象職員の１人当たり
　平均支給月額　　　　　（円）３号給　（人） 0補

正
後

職 員 数 （Ａ）　（人） 2 　給料総額に対する比率　（％）

昇 給 に 係 る 職 員 数 （Ｂ）　（人） 2 　支給対象職員の比率　　（％）
　（令和４年１２月１日現在）

（４）昇給

区　　　　分 合　計 企業職 区　　　　　分 企業職



２０年勤続の者 ２５年勤続の者 ３５年勤続の者 最高限度

（月分） （月分） （月分） （月分）

定 年 前 早 期 退 職

支 給 率 等 24.586875 33.27075 47.709 47.709 特 例 措 置

（ 2 ～ 20 ％ 加 算 ）

住　　居　　手　　当 同

通　　勤　　手　　当 同

（８）その他の手当

区　　　　分 一　般　会　計 の 制 度 と の 異 同 差  異  の  内  容

扶　　養　　手　　当 同

（７）定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

区　　分
そ  の  他  の
加 算 措 置 等

備　　考

一 般 会 計 の 制 度
（ 支 給 率 等 ）

24.586875 33.27075 47.709 47.709 同　上



（変更前）

国庫補助金 企業債
損益勘定留
保資金等

千円 千円 千円

22,600 21,200 2,400

R4 150,500 138,000 15,300

R5 128,300 116,600 13,100

R6 102,850 93,400 10,250

計 404,250 369,200 41,050

（変更後）

国庫補助金 企業債
損益勘定留
保資金等

千円 千円 千円

22,600 21,200 2,400

R4 126,770 161,700 15,330

R5 152,030 93,000 12,970

R6 102,850 93,200 10,450

計 404,250 369,100 41,150814,500 0 0 350,000 350,000 464,500 43.0

206,500 0 0 0 0 206,500

43.0

258,000 0 0 0 0

千円 千円

258,000

303,800 0 0 350,000 350,000 0

0 0 0 0 0 0.0

千円 千円 千円 ％

継続費の
総額に対する

進捗率
備　考

逓次繰越
46,200千円

年　度 年　割　額

左の財源
内　　訳

１
資
本
的
支
出

１
建
設
改
良
費

し
尿
等
前
処
理
施
設
建
設
事
業

R3

千円

46,200

款 項
事
業
名

全 体 計 画

前前年度末までの
支払義務発生額

前年度末までの
支払義務発生

（見込）額

当該年度
支払義務

発生予定額

当該年度末までの
支払義務発生

予定額

翌年度以降の
支払義務発生

予定額

206,500 0 0 0 0 206,500

43.0814,500 0 0 350,000 350,000 464,500

43.0

258,000 0 0 0 0 258,000

303,800 0 0 350,000 350,000 0

逓次繰越
46,200千円46,200 0 0 0 0 0 0.0

千円 千円 千円 千円 千円 ％

継続費の
総額に対する

進捗率
備　考

年　度 年　割　額

左の財源
内　　訳

１
資
本
的
支
出

１
建
設
改
良
費

し
尿
等
前
処
理
施
設
建
設
事
業

R3

千円

継　続　費　に　関　す　る　調　書  （ 補 正 ）

款 項
事
業
名

全 体 計 画
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円 円 円 円

1 固定資産

（1） 有形固定資産

イ 土地

ロ 建物

〃減価償却累計額

ハ 構築物

〃減価償却累計額

ニ 機械及び装置
〃減価償却累計額

ホ 車両及び運搬具
〃減価償却累計額

ヘ 工具器具備品
〃減価償却累計額

ト 建設仮勘定

有形固定資産合計

固定資産合計

2 流動資産

（1） 現金・預金
（2） 未収金
（3） 貸倒引当金

流動資産合計

資産合計

3

（1） 企業債
イ 建設改良等の財源に充てるため

の企業債

固定負債合計

4 流動負債

（1） 企業債
イ 建設改良等の財源に充てるため

の企業債

資　産　の　部

（　令和5年3月31日　）

令 和 4 年 度　佐 々 町 公 共 下 水 道 事 業 予 定 貸 借 対 照 表 （税抜）

固定負債

45,902,838

375,922,400

10,690,761,553

375,922,400

3,188,609,036

3,188,609,036

10,736,664,391

3,188,609,036

18,993,838
27,060,000
△ 151,000 26,909,000

10,690,761,553

211,029△ 587,000
408,503,090

△ 176,000 115,468
798,029

△ 640,195,000 1,366,686,060
291,468

△ 768,322,000 8,009,739,273

2,006,881,060

△ 50,192,000 382,706,150

8,778,061,273

522,800,483

432,898,150

負　債　の　部



（2） 未払金

（3） 引当金
イ 賞与引当金

流動負債合計

5 繰延収益

（1） 長期前受金
イ 分担金

〃収益化累計額
ロ 負担金

〃収益化累計額
ハ 国庫補助金

〃収益化累計額
ニ 繰入金

〃収益化累計額
ホ 受贈財産評価額

〃収益化累計額

長期前受金合計

繰延収益合計

負債合計

円 円 円
6 資　本　金

（1） 資本金

資本金合計

7 剰　余　金

（1） 資本剰余金
イ 工事負担金
ロ 他会計負担金
ハ 受贈財産評価額
ニ 補助金

資本剰余金合計

（2） 利益剰余金
イ 減債積立金
ロ 建設改良積立金
ハ 当年度未処分利益剰余金
ヘ 繰越利益剰余金

利益剰余金合計

剰余金合計

資本合計

負債資本合計

資　本　の　部

5,278,675,415

5,278,675,415

1,124,146,039

0

1,304,000

20,000,000

△ 1,653,000 88,877,205

397,226,400

10,736,664,391

1,872,153,540

748,007,501

147,688,000
295,121,000

0
147,433,000

0

395,748,182
7,123,863

452,886,501

50,014,456

1,124,146,039

8,864,510,851

1,404,782,884
△ 184,345,000 1,220,437,884

90,530,205

△ 15,753,000 130,249,628
4,371,262,994

△ 569,363,000 3,801,899,994

146,002,628
△ 3,000,000 37,210,704

1,304,000

40,210,704



＜注記＞
Ⅰ 重要な会計方針

本会計は地方公営企業会計基準を適用して、財務諸表等を作成している。
1．固定資産の評価基準及び評価方法

・固定資産　　取得原価による。
2．固定資産の償却の方法

・有形固定資産　　定額法による。
・主な耐用年数

建物 7年～50年
構築物 7年～80年
機械及び装置 6年～20年
車両及び運搬具 4年～5年
工具器具備品 2年～20年

3．リース資産に係る経過措置
所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に準じた会計処理に
よっている。

4．引当金の計上方法
・貸倒引当金

債権の不納欠損による損失に備えるため、実積率等による回収不能見込み額を計上している。
・退職給付引当金

長崎県市町村組合総合事務組合に対し、一定の負担金を支払うため、退職給付引当金は
計上しない。

・賞与引当金
職員の期末・勤勉手当の支給に備えるため、当事業年度末の在籍職員における支給見込額に
基づき、当事業年度の負担に属する額を計上している。

5．収益及び費用の計上基準
総額主義及び発生主義

6．消費税等の会計処理
・消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

Ⅱ 貸借対照表等関連
１．企業債の償還に係る他会計の負担

・貸借対照表に計上されている企業債（当該事業年度の末日の翌日から起算して1年以内に
償還予定のものを含む）のうち、一般会計等が負担すると見込まれる額は1,453,397千円である。

Ⅲ セグメント情報の開示
１．本会計は下水道事業のみを実施している。

Ⅳ 減損損失関連
減損処理となるものはありません。

Ⅴ その他の注記
1．賞与引当金の取崩し

令和4年度において、期末手当及び勤勉手当の支給並びにこれらに係る法定福利費を支給
するため、賞与引当金1,166千円を取り崩す予定である。



（令和4年4月1日から令和5年3月31日）

（間接法） （単位：円）

キャッシュ・フロー項目

1 業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益 147,433,000

減価償却費 449,677,000

貸倒引当金の増減額（△は減少） 86,000

賞与引当金の増減額（△は減少） 138,000

長期前受金戻入額 △ 237,040,000

受取利息及び受取配当金 △ 1,000

支払利息 66,978,000

固定資産除却損 0

未収金の増減額（△は増加） △ 20,807,000

未払金の増減額（△は減少） 0

たな卸資産の増減額（△は増加） 0

その他資産負債の増減 0

　小計 406,464,000

利息及び配当金の受取額 1,000

利息の支払額 △ 66,978,000

業務活動によるキャッシュ・フロー 339,487,000

2 投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △ 290,411,545

国庫補助金等による収入 141,707,000

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 148,704,545

3 財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良企業債による収入 169,600,000

建設改良企業債の償還による支出 △ 374,138,000

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 204,538,000

資金増加(減少)額 △ 13,755,545

資金期首残高 32,749,383

資金期末残高 18,993,838

＜注記＞
Ⅰ 重要な会計方針

本会計は地方公営企業会計基準を適用して、財務諸表等を作成している。
・消費税等の会計処理
　消費税及び地方消費税の会計方式は税抜方式によっている。

Ⅱ 予定キャッシュ・フロー計算書等関連
重要な非資金取引はありません。

令和4年度　佐々町公共下水道事業予定キャッシュ・フロー計算書


